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(57)【要約】
　静電気防止性光学構造物は、静電気防止性層と光透過
性接着剤とを含む光学フィルムを有する。静電気防止性
構造物を含む液晶ディスプレーアセンブリもまた開示さ
れる。
【選択図】図１



(2) JP 2011-530089 A 2011.12.15

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　補償フィルムと、
　前記補償フィルムと接触する導電層と、
　前記導電層と接触する光透過性接着剤と、
　を含む光学構造物。
【請求項２】
　前記補償フィルムが、Ｈ型偏光子、Ｋ型偏光子、位相プレート、又はこれらの組み合わ
せを含む、請求項１に記載の構造物。
【請求項３】
　［請求項４］前記導電層が透明な金属酸化物を含む、請求項１に記載の構造物。
【請求項４】
　［請求項５］前記光透過性接着剤が光学的に透明である、請求項１に記載の構造物。
【請求項５】
　［請求項６］前記接着剤が、波長約３８０ｎｍ～約７６０ｎｍの化学線の少なくとも８
５％を透過する、請求項１～５のいずれか一項に記載の構造物。
【請求項６】
　［請求項７］前記接着剤が約１０１０オーム／平方未満の表面抵抗を有する、請求項１
～５のいずれか一項に記載の構造物。
【請求項７】
　［請求項８］前記接着剤が０．０５秒未満の電荷減衰期間を有する、請求項１～５のい
ずれか一項に記載の構造物。
【請求項８】
　［請求項９］請求項１～５のいずれか一項に記載の構造物を含む液晶ディスプレー。
【請求項９】
　［請求項１０］補償フィルムと
　前記補償フィルムと接触する導電層と、
　前記導電層と接触する静電気防止性光透過性接着剤と、
　を含む静電気防止性構造物。
【請求項１０】
　［請求項１１］前記補償フィルムが、Ｈ型偏光子、Ｋ型偏光子、位相プレート、又はこ
れらの組み合わせを含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１１】
　［請求項１２］前記導電層が有機静電消散剤を含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１２】
　［請求項１３］前記導電層が透明な金属酸化物を含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１３】
　［請求項１４］前記静電消散剤が、スルホンアミド、イミド、メチド、ホウ酸、ＩＶｂ
～ＶＩＩｂ族、Ｖｂ～ＶＩｂ族由来のオニウムカチオン、アンモニウム、ホスホニウム、
スルホニウム、リチウム、ナトリウム、及びカリウムから選択されるイオンを含むイオン
性塩を含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１４】
　［請求項１５］前記イオン性塩が式：
　（Ｒ１）ｔ－ｖＧ＋［（ＣＨ２）ｑＯＲ２］ｖＸ－　　（Ｉ）
　［式中、各Ｒ１は、アルキル、シクロアルキル、アリール、アラルキル、アルカリル、
アルシクロアルキル（arcycloalkyl）、又はシクロアルカリル（cycloalkaryl）部分を含
み、前記部分は、窒素、酸素、イオウ、リン、又はハロゲンから選択される１つ以上のヘ
テロ原子を含み；各Ｒ２は水素又はＲ１として上述した前記部分を含み；Ｇは窒素、イオ
ウ、及びリンから選択され；Ｇがイオウである場合ｔは３であり、Ｇが窒素若しくはリン
である場合ｔは４であり；Ｇがイオウである場合ｖは１～３の整数であり、又はＧが窒素
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若しくはリンである場合１～４の整数であり；ｑは１～４の整数であり；Ｘは弱配位有機
アニオンである］を含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１５】
　［請求項１６］Ｒ１がアルキルを含み、Ｒ２が、水素、アルキル、アリール、又はこれ
らの混合物含む、請求項１５に記載の構造物。
【請求項１６】
　［請求項１７］前記静電消散剤が式：
　（Ｒ３）４Ｇ’＋Ｘ－　　　　　（ＩＩ）
　［式中、各Ｒ３は、独立して、アルキル、脂環式の、アリール、アルカリル、又はアラ
ルキル部分を含み、Ｇ’はＮ又はＰであり、Ｘ－は弱配位有機アニオンである］を有する
前記イオン性塩を含むイオン性塩を含む、請求項１０に記載の構造物。
【請求項１７】
　［請求項１８］前記弱配位有機アニオンが、アルカン、アリール、又は１～約２０個の
炭素原子を有するアルカリルスルホン酸を含む、請求項１７に記載の構造物。
【請求項１８】
　［請求項１９］前記スルホン酸が、メタンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、及び
これらの組み合わせから選択される、請求項１８に記載の構造物。
【請求項１９】
　［請求項２０］前記接着剤の前記表面抵抗が約５×１０８オーム／平方未満である、請
求項１０に記載の構造物。
【請求項２０】
　［請求項２１］請求項１０～２０のいずれか一項に記載の構造物を含む液晶ディスプレ
ー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、２００８年７月２９日に申請された米国特許出願第１２／１８１，６６７号
の優先権を主張するものである。
【０００２】
　（発明の分野）
　本開示は、静電気防止性層と光透過性接着剤とを含む光学フィルムに関する。
【背景技術】
【０００３】
　光透過性感圧性接着剤は、液晶ディスプレー（ＬＣＤ）用途において、偏光子フィルム
などの光学フィルムを液晶セルに接着するために使用される。偏光子は任意の種類である
ことができ（例えば、Ｈ－偏光子又はＫ－偏光子）、接着剤と直接接触する又は間接接触
することができる。液晶セルの外層は典型的にはガラスである。ＬＣＤ用途で用いられる
接着剤の基本的な要件には、高い光透過性、低ヘイズ、及び低複屈折が挙げられる。
【０００４】
　接着剤は、典型的には剥離ライナ上に供給される。剥離ライナを接着面から除去する際
に、数百ボルトの残留電荷が接着剤上に残される場合がある。このような大きな電荷は、
接着剤を液晶セルに適用するときに液晶の配向に悪影響を与える可能性があるか、あるい
は、電荷は電子回路を損傷する可能性がある。残留電荷に関する懸案事項を低減する又は
解消するために、導電性接着剤及び静電気防止性ライナが提案されてきた。一部の導電性
感圧性接着剤は容易に電荷を消散することができるので、静電気防止性剤でもある。しか
しながら、このような導電性接着剤は、典型的には、炭素繊維、ニッケル粒子、又は金属
被覆ガラスビーズ等の導電性粒子を含む。このような導電性粒子は通常、光を散乱させる
のに十分なように着色されている及び／又は光を散乱させるのに十分な大きさであるので
、高光透過性ではない。静電気防止特性は、感圧性接着剤用テープ裏材の表面に導電層を
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適用することによって達成され得る。例えば、静電気防止性の感圧性テープ又はシートは
、接着剤とテープ裏材との間に五酸化バナジウムの導電層を用いることによって作製され
てもよい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　接着剤は、典型的には良好な電荷担体ではないので、接着剤とテープ裏材との間に導電
層を設置することは、接着剤の表面上の電荷を迅速に放電させることはできず、いくぶん
静電気消散性の状態にするだけであり、接着層が厚ければ厚いほど電荷消散が遅くなる。
静電消散もまた、静電気防止性剥離ライナを接着剤と共に使用することによって達成され
てきた。これは、剥離ライナ上の電荷を消散することができるが、相当量の電荷が接着面
上になおも残される。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　電荷、特に接着剤ライナが除去されたあとに接着剤に残存する残留静電荷、を迅速に消
散することができる補償フィルムを含む静電気防止性光学構造物が必要とされている。更
に、液晶の配向に悪影響を与えない、又は液晶セルに適用されたときに電子性能に支障を
きたさない、光学構造物が必要とされている。
【０００７】
　一態様において、補償フィルムと、フィルムと接触する導電層と、導電層と接触する光
透過性接着剤とを含む静電気防止性光学構造物が提供される。
【０００８】
　別の態様において、補償フィルムと、フィルムと接触する導電層と、導電層と接触する
静電気防止性光透過性接着剤とを含む静電気防止性光学構造物が提供される。
【０００９】
　この出願では、
　「導電層」とは、静電的に消散的な層を指し、
　「（メタ）アクリル基」とは、アクリル基及びメタクリル基の両方を指し、
　「（メタ）アクリレートポリマー」とは、アクリレート、メタクリレートポリマー、及
びこれらのコポリマーの両方を指し、
　「置換」は、所望の製品を干渉しない、従来の置換基によって置換されることを意味し
、例えば、これらの置換基はアルキル、アルコキシ、アリール、フェニール、ハロ（Ｆ、
Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）、シアノ、ニトロ等であってよく、
　「静電的に消散的」とは、１０１３オーム／平方未満の表面抵抗を有する光学構造物を
指す。
【００１０】
　本開示の静電気防止性光学構造物は、補償フィルムと、導電層と、静電気防止性であり
得る接着剤とを含む。これらの構造物は、例えば、液晶ディスプレーに適用される場合に
、高い光透過性、急速な電荷消散、及び低い表面抵抗を提供する。これらはまた、液晶デ
ィスプレーを含む液晶デバイスに存在し得る電子回路及び構成要素に保護を提供する。
【００１１】
　上記の要約は、本発明のすべての実施の開示された各実施形態を記述することを意図し
たものではない。図面の簡単な説明及び後に続く発明を実施するための形態は、説明に役
立つ実施形態をより詳しく例示する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本開示による静電気防止性光学構造物の代表的な実施形態の側面図。
【図２】本開示による静電気防止性光学構造物の代表的な実施形態の側面図。
【図３】本開示による静電気防止性光学構造物を含む液晶ディスプレーの代表的な実施形
態の側面図。
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【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下の説明において、本明細書の説明の一部を構成しいくつかの特定の実施形態が例と
して示される添付の一連の図面を参照する。本発明の範囲又は趣旨を逸脱せずに、その他
の実施形態が考えられ、実施され得ることを理解すべきである。したがって、以下の「発
明を実施するための形態」は、限定する意味で理解すべきではない。
【００１４】
　他の指示がない限り、明細書及び書類名特許請求の範囲において使用される形状サイズ
、量、及び物理的特性を表す全ての数字は、全ての場合に「約」という用語によって修飾
されるものと理解すべきである。したがって、それと異なるように指示されない限り、前
述した明細書及び付随する書類名特許請求の範囲において記述された数値パラメータは、
本明細書に開示されている教示を利用する当業者によって達成されることが求められてい
る所望の特性に応じて変化し得る近似値である。端点による数値範囲の使用は、その範囲
内のすべての数（例えば、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３．８０、４、及
び５を含む）、及びその範囲内の任意の範囲を含む。
【００１５】
　静電気防止性構造物は補償フィルムを含む。補償フィルムは、フィルムの表面に衝突す
る光又は光の成分を、意図的に強化する、操作する、制御する、維持する、透過させる、
反射する、屈折させる、吸収する、妨害する、ないしは別の方法で変更する。本開示の構
造物に含まれるフィルムは、偏光子、干渉偏光子、反射偏光子、ディフューザー、着色光
学フィルム、反射鏡、ルーバー付き光学フィルム、調光フィルム、透明シート、輝度上昇
フィルム等など、光学的機能を有する材料のクラスを含む。本開示の構造物用のフィルム
はまた、４分の１波長及び半波長位相遅延光学素子などの位相プレートを含む。
【００１６】
　本開示の光学構造物は、構造物に静電気消散特性を付与する補償フィルムと接触する導
電層を含む。導電層は、構造物に、特に構造物の最外表面において、望ましい静電気消散
特性を付与するのに有効な量のコーティング、又は層、の形態で提供されることができる
。コーティングによって形成される場合、静電気消散層は、少なくとも２ナノメートルの
乾燥厚さを有することができる。導電層は１つを超える導電性コーティングを含むことが
できる。
【００１７】
　構造物の表面上の静電気消散特性は、水性又は有機溶媒中に分散された導電性ポリマー
を有する組成物を含む層から達成され得る。好適な導電性ポリマーには、ポリアニリン、
ポリピロール、ポリチオフェン、及びこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定
されない。有用なポリマーには、例えば、ＢａｙｔｒｏＮ　Ｐ（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ（
Ｎｅｗｔｏｎ，ＭＡ）より入手可能）などの市販の導電性ポリマーを挙げることができる
。典型的には、導電性ポリマーは分散体として提供され得る。補償フィルムなどの非静電
気消散性光学層に適用される場合、導電性ポリマーは一般に、光学層の中に移動又は浸透
するものとは期待されない。あるいは、導電層又はコーティングは、導電剤又は静電消散
剤を含むことができる。代表的な導電剤には、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化アン
チモンスズ（ＡＴＯ）、又は当業者に既知のその他の透明な導電性金属酸化物などの透明
導電材料の分散体を挙げることができる。
【００１８】
　所望により結合剤を導電層組成物に含めることができる。好適な結合剤は、導電剤又は
静電消散剤（例えば導電性ポリマー）と親和性のある物質である。様々な基準を用いて結
合剤の適切性を特徴付けることができる。これら基準には次のものが挙げられる：塊及び
大きな粒子を最小限に抑える又は排除するように、安定した滑らかな溶液を形成する結合
剤の能力；結合剤は沈殿を形成させるべきでない；結合剤は導電性ポリマー又は導電剤の
有効性を低減すべきでない；及び、結合剤は、乾燥の際の導電層のストリーク又は網状化
を最小限にして滑らかなコーティング性を付与することができる。アクリレート、ウレタ
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ン、エポキシド、及びこれらの組み合わせは、有用な任意の結合剤の例である。アクリル
結合剤は、米国特許第６，２９９，７９９号（Ｃｒａｉｇ　ｅｔ　ａｌ．）に記載された
ものと同様とすることができる。
【００１９】
　別の有用な結合剤は、米国特許第６，８９３，７３１号（Ｋａｕｓｃｈ）に記載されて
いるような、混合アクリレート－メラミン架橋フィルム形成結合剤組成物である。導電層
を有する本発明の実施形態は、ウレタン結合剤と予混合された導電性ポリマーＢＡＹＴＲ
ＯＮ　Ｐを含む組成物である、ＣＰＵＤ－２（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋから入手可能）とし
て供給される溶液を更に利用することができる。導電層と一致しかつ適合性のある、及び
光学構造物の光学特性と適合性のある、その他の添加物を、静電気消散性組成物に含める
ことができる。これらには、コーティング剤、充填剤、ドーパント、酸化防止剤、安定剤
等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００２０】
　導電層はフィルムと接触する。接触とは、導電層がフィルムの少なくとも一部分と物理
的に触れていること、又は導電層がフィルムと電気接触していることを意味する。電気接
触とは、フィルム上のあらゆる静電荷が層に移動することができて、この層がフィルムか
らの電荷を消散することができるように、層がフィルムに十分近いことを意味する。
【００２１】
　本開示の物品は、この層と接触する光透過性接着剤を含む。光透過性とは、接着剤が、
波長約３８０ｎｍ～約７６０ｎｍ（可視光線）の間の化学線の総量の少なくとも７５％、
少なくとも８０％、少なくとも８５％、又は更には少なくとも９０％を透過することを意
味する。接着剤には、光拡散特性を呈するために、分散した無色の光透過性粒子を含有す
る光透過性接着層を含む拡散接着剤を挙げることができる。拡散層は、入射強度の８０％
以上の透過性と、２０％未満の後方散乱とを有することができる。これらの接着剤は、例
えば、米国特許第６，２８８，１７２号（Ｇｏｅｔｚ　ｅｔ　ａｌ．）及び同第６，５６
０，０２２号（Ｙａｎｏ）に記載されている。接着剤は、以下に記載のやり方で、厚さ２
５μｍの試料上で測定した場合に、少なくとも約８０％又はそれ以上の光学的透過率、及
び約１０％未満又はそれ以下のヘイズ値を呈するという条件において光学的に透明である
と考慮されることができる。本発明において有用な感圧性接着剤には、例えば、ポリビニ
ルエーテル、及びポリ（メタ）アクリレート（アクリレートとメタクリレートの両方を含
む）が挙げられる。
【００２２】
　任意の好適な接着剤組成物を本発明のために使用することができる。特定の実施形態で
は、接着剤は感圧性かつ光透過性である。感圧性接着剤（ＰＳＡ）は、次のものを含む性
質を有することが知られている：（１）強力かつ更には恒久的粘着性、（２）指圧以下で
の粘着性、（３）被着体への十分な保持力、及び／又は（４）被着体からきれいに除去さ
れるのに十分な貼着力。更に、感圧性接着剤は、単一の接着剤又は２種以上の感圧性接着
剤の組み合わせであることができる。
【００２３】
　有用なアルキルアクリレート（即ち、アクリル酸アルキルエステルモノマー）には、非
三級アルキルアルコールの直鎖又は分枝鎖１官能性アクリレート又はメタクリレートが挙
げられ、そのアルキル基は、１個～１４個、とりわけ、１個～１２個の炭素原子を有する
。有用なモノマーには、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アク
リレート、エチル（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（
メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレー
ト、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソノニ
ル（メタ）アクリレート、及び２－メチル－ブチル（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００２４】
　一実施形態では、感圧性接着剤は少なくとも１つのポリ（メタ）アクリレート（例えば
、（メタ）クリル感圧性接着剤）をベースにする。ポリ（メタ）アクリレート感圧性接着



(7) JP 2011-530089 A 2011.12.15

10

20

30

40

50

剤は、例えば、イソオクチルアクリレート（ＩＯＡ）、イソノニルアクリレート、２－メ
チル－ブチルアクリレート、２－エチル－ヘキシルアクリレート及びｎ－ブチルアクリレ
ート、イソブチルアクリレート、ヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ
－オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルアクリレート、イソアミルアクリレート、ｎ－デ
シルアクリレート、イソデシルアクリレ－ト、イソデシルメタクリレート、及びドデシル
アクリレートなどの、例えば、少なくとも１種のアルキル（メタ）アクリレートエステル
モノマー；及び、例えば、（メタ）アクリル酸、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプ
ロラクタム、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アク
リルアミド、（メタ）アクリルアミド、イソボルニルアクリレート、４－メチル－２－ペ
ンチルアクリレート、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、ビニルエステル、ポリ
スチレン又はポリメチルメタクリレートマクロマー、アルキルマレエート及びアルキルフ
マレート（それぞれ、マレイン酸及びフマル酸をベースにする）、又はこれらの組み合わ
せなどの少なくとも１種の任意のコモノマー成分；から誘導される。
【００２５】
　他の実施形態では、ポリ（メタ）アクリル感圧性接着剤は、約０～約４重量％（ｗｔ）
のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートと、約１００重量％～約９６重量％のイソオ
クチルアクリレート、２－エチル－ヘキシルアクリレート、又はｎ－ブチルアクリレート
の少なくとも１種、との組成物から誘導される。１つの特定の実施形態は、約１重量％～
約２重量％のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートと、約９９重量％～約９８重量％
のイソオクチルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、又はｎ－ブチルアクリ
レートの少なくとも１種、との組成物から誘導され得る。１つの特定の実施形態は、約１
重量％～約２重量％のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートと、約９９重量％～約９
８重量％のｎ－ブチルアクリレートとメチルアクリレート、との混合物との組成物から誘
導され得る。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、感圧性接着剤構成成分をブレンドして、光学的に透明な混合
物を形成することができる。１種以上の高分子成分は、単独で架橋されることも、又は共
通の架橋剤で架橋されることもできる。このような架橋剤としては、溶剤コーティング接
着剤を用意する乾燥工程の間に活性化される熱架橋剤が挙げられる。このような熱架橋剤
としては、多官能性イソシアネート、アジリジン、及びエポキシ化合物を挙げることがで
きる。加えて、紫外線、つまり「ＵＶ」反応開始剤を使用して感圧性接着剤を架橋しても
よい。好適なＵＶ反応開始剤としては、ベンゾフェノン及び４－アクリロキシベンゾフェ
ノンを挙げることができる。
【００２７】
　感圧性接着剤は、本質的に粘着性であり得る。必要に応じて、感圧性接着剤を形成する
ために粘着付与剤をベース材料に加えることができる有用な粘着付与剤としては、例えば
、ロジンエステル樹脂、芳香族炭化水素樹脂、脂肪族炭化水素樹脂、及びテルペン樹脂が
挙げられる。広くは、水素化ロジンエステル、テルペン、又は芳香族炭化水素樹脂から選
択される明色の粘着付与剤を使用することができる。
【００２８】
　感圧性接着剤の光学的透明度を低減させない限り、例えば、油、可塑剤、酸化防止剤、
紫外線（ＵＶ）安定剤、顔料、硬化剤、ポリマー添加剤、増粘剤、染料、連鎖移動剤及び
その他の添加物などの他の材料を、特別な目的のために加えることができる。いくつかの
実施形態では、接着剤中の静電気消散特性の塩解離度及びイオン移動度を高めるために可
塑剤を有効量で提供し、例えば、１００重量部（ｐｂｗ）のアクリル接着剤に基づいて、
約０．０１ｐｂｗを超える量、所望により約０．１０ｐｂｗを超える量、及びいくつかの
実施形態では約１．０ｐｂｗを超える量を用いてよい。いくつかの実施形態では、可塑剤
を、例えば、約２０ｐｂｗ未満の量及び所望により約１０ｐｂｗ未満の量で提供してもよ
い。ある実施形態では、可塑剤は接着剤中の塩解離度及びイオン移動度を高めることがで
きる。いくつかの実施形態では、可塑剤は、リン酸エステル、アジピン酸エステル、クエ
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ン酸エステル、フタル酸エステル、フェニルエーテル終端ポリエチレンオキシドオリゴマ
ーを含む、アクリル可溶性可塑剤から選択される。広くは、非親水性可塑剤が好ましい。
非親水性可塑剤は、高湿度及び高温下で大気から多くの水分を吸収しない。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、光学構造物は、導電層と接触する静電気防止性光透過性接着
剤を含む。導電層及び静電気防止接着剤は共に１種類以上の静電消散剤を含むことができ
る。静電消散剤は、静電荷を除去することによって、又はこのような電荷の蓄積を防止す
ることによって機能する。本開示の構造物において有用な静電気防止性剤には、非ポリマ
ー及びポリマー有機塩が挙げられる。非ポリマー塩は繰り返し単位を有さない。一般的に
、静電消散剤は、約１０重量％未満の量の静電気防止性感圧性接着剤、及び所望により約
５重量％未満の量の静電気防止性ＰＳＡを含む。更に、静電消散剤は、約０．５重量を超
える量の静電気防止性ＰＳＡ、及び所望により約１．０重量を超える量の静電気防止性Ｐ
ＳＡを含む。
【００３０】
　解離強化可塑剤と組み合わせるとき、静電消散剤は４重量％以下で用いることができ、
光透過性のコストを著しく低下させ、静電消散剤と偏光器との間に存在し得るいあらゆる
不利な相互作用を低下させる。いくつかの好ましい実施形態では、静電放散性塩は疎水性
化合物である。このような疎水性の静電放散化合物は、感圧性接着剤との適合性を向上さ
せながら、静電気防止性化合物の性能の湿度への依存度を低下させる傾向がある。いくつ
かの実施形態では、それらが共に炭素含有基を含み、名目上金属イオンを含まない点で、
アニオン及びカチオンの両方は有機物である。一般的に、静電消散剤は、静電気防止性感
圧性接着剤の所望の光学的透明度に悪影響を与えない量で添加される。ある実施形態では
、静電気防止剤は、約０．０５重量％～約１０重量％の範囲内の任意の数（例えば、７重
量％、１．６重量％等）で、静電気防止性感圧性接着剤に加えられる。
【００３１】
　所与の接着剤系に適切な静電消散剤は、特に硬化した接着剤製剤中での溶解度を達成す
るために静電気防止剤を構成するカチオン及びアニオンの平衡特性により選択され得る。
本開示の構造物中の静電消散剤としての１つの特定のクラスのイオン性塩は、次の一般式
：
　（Ｒ１）ｔ－ｖＧ＋［（ＣＨ２）ｑＯＲ２］ｖＸ－　　（Ｉ）
　〔式中、各Ｒ１は、アルキル、シクロアルキル、アリール、アラルキル、アルシクロア
ルキル（arcycloalkyl）、又はシクロアルカリル（cycloalkaryl）部分を含み、該部分は
、例えば窒素、酸素、若しくはイオウ等の１つ以上のヘテロ原子を含んでよく、又は、リ
ン若しくはハロゲンを含んでよく（それにより事実上フルオロ有機物であることができる
）；各Ｒ２は水素又はＲ１で記載した部分を含み；Ｇは窒素、イオウ若しくはリンであり
；Ｇがイオウである場合ｔは３であり、Ｇが窒素若しくはリンである場合ｔは４であり；
Ｇがイオウである場合ｖは１～３の整数であり、又はＧが窒素若しくはリンである場合１
～４の整数であり；ｑは１～４の整数であり；Ｘは、フルオロ有機アニオンのような弱配
位有機アニオンである〕により表される化合物のクラスである。Ｒ１は典型的にはアルキ
ルであり、Ｒ２は典型的には水素、アルキル又はアリール（典型的には、水素又はアリー
ル）である。更なる詳細は、米国特許公開第２００３／０１１４５６０号（Ｊｉｅ　ｅｔ
　ａｌ．）に見出すことができる。
【００３２】
　静電消散剤として有用な別の特定のクラスは、式ＩＩ：
　（Ｒ３）４Ｇ’＋Ｘ－　　　　（ＩＩ）
　〔式中、各Ｒ３は、独立に、アルキル、脂環式、アリール、アルカリル、又はアラルキ
ル部分を含み、Ｇ’はＮ又はＰであり、Ｘ－は弱配位有機アニオンである〕により表され
る。好適な弱配位有機アニオンは、炭化水素スルホン酸（例えば、１～約２０個の炭素原
子を有するアルカンスルホン酸、アリールスルホン酸又はアルカリルスルホン酸、特定の
例では、メタン又はｐ－トルエンスルホン酸のような、１～約２０個の炭素原子を有する
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炭化水素スルホン酸）と少なくとも同じぐらい酸性である共役酸を有する。一般的に、有
機アニオンの共役酸は強酸である。例えば、アニオンの純（neat）共役酸のハメットの酸
度関数、Ｈは、約－７未満（好ましくは、約－１０未満）である。
【００３３】
　好適な弱配位アニオンの例としては、アルカン、アリール及びアルカリルスルホン酸塩
；アルカン、アリール及びアルカリル硫酸塩；フッ素化及び非フッ素化テトラアリールホ
ウ酸塩；及びフッ素化アリールスルホン酸塩、ペルフルオロアルカンスルホン酸塩、シア
ノペルフルオロアルカンスルホニルアミド、ビス（シアノ）ペルフルオロアルカンスルホ
ニルメチド、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミド、シアノ－ビス－（ペルフ
ルオロアルカンスルホニル）メチド、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチド、
及びトリス（ペルフルオロアルカンスルホニル（perfluoroa1kanesulfony1））メチド等
のような有機アニオンが挙げられる。
【００３４】
　有用なイオン性塩は、例えば、既知の方法で調製することができ、又は市販されている
ものを入手することができる。例えば、イオン性塩は、当該技術分野において既知である
イオン交換又はメタセシス反応により調製してよい。より具体的には、前駆体オニウム塩
は、前駆体金属塩又は水溶液中の弱配位アニオンの対応する酸と組み合わせることができ
る。組み合わせ次第、所望の生成物が沈殿する、又は、選択的に溶媒に抽出することがで
きる。生成物は、濾過又は液体／液体相分離により単離することができ、水で洗浄して副
生成物のハロゲン化金属塩又はハロゲン化水素を完全に除去することができ、及び真空下
で完全に乾燥させて全ての揮発分を除去することができる。類似のメタセシス反応を水以
外の有機溶媒中で実行することができ、この場合、塩副生成物は選択的に沈殿し、一方生
成物は有機溶媒中に全て溶解したままである（そこから、生成物を、標準的な技術を用い
て単離することができる）。更なる詳細が、米国特許第６，３７２，８２９号（Ｌａｍａ
ｎｎａ　ｅｔ　ａｌ．）に見出される。
【００３５】
　本開示の一実施形態は、ＩＶｂ～ＶＩＩｂ族、好ましくはＶｂ～ＶＩｂ族、最も好まし
くはＶｂ族由来のオルガノオニウムカチオンを有する塩及び強ブレンステッド酸の有機ア
ニオンを含む、アクリル系感圧性接着剤を含み、該塩又はそのイオンは、該塩が基材、例
えば、ＬＣＤディスプレーに関連するガラス基材、への接着に干渉する点までアクリル感
圧性接着剤の表面に移動しない。本開示の別の実施形態は、テトラアルキルアンモニウム
カチオン及び強ブレンステッド酸の有機アニオンの有機塩を含むアクリル系ＰＳＡである
。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、静電気防止性感圧性接着剤は、ＰＳＡを形成し、それを静電
気防止剤とブレンドして、静電気防止ブレンドを作製することにより調製され得る。感圧
性接着剤は、重合前又は重合後のいずれかに、感圧性接着剤成分をブレンドすることによ
り形成され得る。いくつかの実施形態では、感圧性接着剤成分を更に光開始剤とブレンド
することができる。好適な光開始剤としては、例えば、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ，ＮＹ）からのＩＲＧＡＣＵＲＥ　６５１が挙
げられる。感圧性接着剤のモノマーをまず窒素中で脱気し、次いで例えば紫外線ランプ等
の適切な放射線源で、シロップの形成に有効な時間、照射する。シロップは、一般的に、
約２００センチポアズ（０．２Ｐａ．ｓ）～約３０００センチポアズ（３．０Ｐａ．ｓ）
の粘度を有することができる。シロップを、次いで、静電気防止剤、架橋剤（シロップを
架橋するための多官能性アクリレート）及び所望により可塑剤と混合することができる。
得られる接着剤組成物を剥離ライナ上にコーティングし、更にＵＶ照射に曝露し、完全に
重合した、光学的に透明な接着剤を得る。
【００３７】
　静電気防止剤を、約１０重量％未満、及び所望により約５重量％未満、又は更に低い重
量％で、シロップに添加することができる。更に、静電気防止剤を、約０．５重量％超、
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及び所望により約１．０重量％超、又は更に高い重量％で、シロップに添加することがで
きる。静電気防止剤及びシロップを、振盪、攪拌又は混合のような、任意の既知の手段を
用いてブレンドしてよい。シロップ及び静電気防止剤の組み合わせは、得られる静電気防
止性感圧性接着剤が硬化時に望ましい光学特性を有するようなものである。
【００３８】
　溶媒系感圧性接着剤では、ＰＳＡは有機溶媒中で溶液からコーティングされ、次いで乾
燥され得る。溶剤系ＰＳＡは、乾燥プロセス中に架橋され得、あるいは場合によっては、
乾燥工程後に架橋され得る。このような架橋剤としては、溶剤コーティング接着剤を用意
する乾燥工程の間に活性化され得る熱架橋剤が挙げられる。このような熱架橋剤としては
、多官能性イソシアネート、アジリジン、及びエポキシ化合物を挙げることができる。更
に、ＵＶ誘発性架橋剤を用いてもよい。このような、ＵＶ誘発性架橋剤としては、ベンゾ
フェノン及び４－アクリロキシベンゾフェノンを挙げることができる。
【００３９】
　光透過性接着剤の接着性能を更に最適化するために、シラン及びチタン酸塩などの接着
促進接着剤を、本開示の光学的に透明な接着剤に組み込んでもよい。このような接着剤は
、シラノール、ヒドロキシル又は基材の他の反応性基にカップリングすることにより、接
着剤と、ガラス及びＬＣＤの三酢酸セルロースのような基材と、の間の接着を促進するこ
とができる。シラン及びチタン酸塩は、接着剤の共重合性又は双方向性（interactive）
基に結合しているＳｉ又はＴｉ原子上にアルコキシ置換のみを有することができる。ある
いは、シラン及びチタン酸塩は、接着剤の共重合性又は双方向性基に結合しているＳｉ又
はＴｉ原子上にアルキル及びアルコキシ置換の両方を有することができる。接着剤の共重
合性基は、一般的に、アクリレート又はメタクリレート基であるが、ビニル及びアリル基
を用いることもできる。あるいは、シラン又はチタン酸塩は、ヒドロキシアルキル（メタ
）アクリレートなどの、接着剤中の官能基と反応することができる。更に、シラン又はチ
タン酸塩は、接着剤マトリックスと強く相互作用する１つ以上の基を有することができる
。この強い相互作用の例としては、水素結合、イオン相互作用、及び酸－塩基相互作用が
挙げられる。
【００４０】
　接着剤組成物は、任意の既知のコーティング技術によって、好適な可撓性裏地材料上に
容易にコーティングされて、接着剤コーティングシート材料を製造することができる。可
撓性裏材は、テープ裏材、光学フィルム、剥離ライナ又は任意の他の可撓性材料として従
来用いられている任意の材料であり得る。接着剤組成物に有用なテープ裏材として使用さ
れる可撓性裏材の典型的な例としては、紙から、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリウ
レタン、ポリ塩化ビニル、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート）、酢酸
セルロース、及びエチルセルロースなどのプラスチックフィルムから、作製されるものが
挙げられる。いくつかの可撓性裏材はコーティングを有することができ、例えば剥離ライ
ナはシリコーンのような低接着力成分でコーティングされ得る。いくつかの実施形態では
、第２剥離ライナを、第１剥離ライナ上にコーティングされている静電気防止接着剤の露
出面に積層することができる。第１剥離ライナ若しくは第２剥離ライナのいずれか、又は
その両方は、ある程度の静電気消散性を呈することができる。
【００４１】
　本開示の構造物の感圧性接着剤は、偏光器などの補償フィルムと接触する導電層の１面
又は両面に直接適用され得る。偏光器は、防眩層、保護層、反射層、位相遅延層、広角補
償層、及び輝度強化層などの追加の層を含むことができる。いくつかの実施形態では、感
圧性接着剤は、液晶セルの１面又は両面に適用され得る。
【００４２】
　本開示の構造物の感圧性接着剤を、ロールコーティング、スプレーコーティング、ナイ
フコーティング、ダイコーティング等のような任意の様々な既知のコーティング技術によ
りコーティングすることができる。
【００４３】
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　本開示の構造物は、望ましい静電気防止特性を有することができる。一般的に本開示の
構造物の表面にわたって測定した場合の表面抵抗は、１×１０１３オーム／平方未満、又
は更には１×１０１２オーム／平方未満であることができる。構造物の接着層の表面抵抗
は、１×１０１１オーム／平方未満、１×１０１０オーム／平方未満、１×１０９オーム
／平方未満、又は更には５×１０８オーム／平方未満であることができる。更に、本開示
の構造物は、接着剤自体又は静電気防止特性の劣化を全くもたらすことなく、低及び高湿
度条件の両方で、静電気防止特性を有することができる。開示された接着剤のバルク抵抗
又は電気抵抗は、一般的に、厚さ（「ｚ方向」とも呼ばれる）を通して測定した場合、約
１×１０１１オーム－ｃｍ未満である。開示された接着剤のバルク抵抗又は電気抵抗は、
一般的に、平面で測定した場合、約１×１０１１オーム－ｃｍ未満である。本明細書で使
用するとき、接着剤の平面とは、ｘ－ｙ方向又は接着剤の厚みに垂直な方向である。いく
つかの実施形態では、ｚ－及び／又はｘ－ｙ方向の電気抵抗（オーム）は、１×１０１１

オーム－ｃｍより非常に低い。
【００４４】
　感圧性接着剤への吸水は、接着剤中の発泡、静電気防止性能の変化、又はヘイズの発生
を引き起こす可能性がある。有機可溶性塩、特に疎水性の有機可溶性塩は、少量の水を吸
収し、したがって種々の環境で安定な状態を保つ。同様に、非親水性可塑剤は、ほとんど
又は全く水を吸収せず、光学的に透明で環境的に安定な接着剤を提供する。一般的に、低
相対湿度（Ｒ．Ｈ．：relative humidity）（２３℃でＲ．Ｈ．２３％）における表面抵
抗率は、高湿度（２０℃でＲ．Ｈ．５０％）における表面抵抗率の２つの係数内であるこ
とが好ましい。
【００４５】
　更に、有機静電気防止剤（上記で論じたような）を利用可能であり、それは本開示の構
造物の静電気防止性ＰＳＡで安定であり得る。無機及び金属カチオン塩は、沈殿し、ある
条件で感圧性接着剤のマトリックスから相分離する傾向があり得る。これは、低湿度で、
又は、ポリエチレンオキシド含有可塑剤及び金属イオンキレート化可塑剤又は添加剤など
の可溶化成分の非存在下で、特に当てはまる。この理由のために、有機カチオン及びアニ
オンが好ましいことが多い。
【００４６】
　本開示の静電気防止性感圧性接着剤は、望ましい光学特性を呈する、例えば開示された
接着剤は、選択された基材より高い視感透過率及びより低いヘイズを有する。したがって
、本開示のＰＳＡ構造物は、裏材単体と実質的に同じ視感透過率及びヘイズを有すること
ができる。他の実施形態では、ＰＳＡは、基材より低い不透明度、例えば１％未満、特定
の実施形態では０．６％未満を有することができる。複層物品では、各層が一般的に視感
透過率の低下の一因となり得る。
【００４７】
　本発明の静電気防止性感圧性接着剤は、複層光学構造物に添加されるとき、一般的に光
学特性を更に低下させない。例えば、ポリエチレンテレフタレート裏材上にある本開示の
ＰＳＡとともに、視感透過率は８８％を超え、ヘイズは５％未満であり、２５μｍの厚さ
のこのポリエチレンテレフタレートのシートはまた、８８％を超える視感透過率と、５％
未満のヘイズとを有することができる。このような実施形態では、接着剤は８８％を超え
る視感透過率、例えば８９％又はそれ以上である視感透過率を有することができる。ある
実施形態では、ヘイズは４％未満であることができ、いくつかの実施形態ではヘイズは２
％未満である。いくつかの実施形態の静電気防止性感圧性接着剤の不透明度は、一般的に
、１％未満、より好ましくは約０．６％未満であり得る。これらの光学特性は、スライド
に積層された接着剤なしで、次いでスライドに積層された接着剤とともに測定した顕微鏡
用スライドを用いて、結果を比較することにより測定することができる。
【００４８】
　図１は、補償フィルムと、導電層と、剥離ライナ上の接着剤とを含む本開示の構造物の
実施形態の図である。例示の実施形態１００は、剥離ライナ１０１の上に静電気防止性光



(12) JP 2011-530089 A 2011.12.15

10

20

30

40

50

透過性接着剤１０３を含む。接着剤１０３は導電層１０５と接触し、導電層１０５は光学
補償フィルム１０７と接触している。
【００４９】
　図２は、本開示の構造物の別の実施形態の図である。例示の実施形態２００は、２つの
導電層２０５ａ及び２０５ｂとそれぞれ接触している２つの静電気防止性光透過性接着剤
２０３ａ及び２０３ｂを含む。導電層２０５ａ及び２０５ｂは、光学補償フィルム２０７
の対向する部位にコーティングされる。接着剤２０３ａ及び２０３ｂのそれぞれもまた、
剥離ライナ２０１ａ及び２０１ｂとそれぞれ接触している。
【００５０】
　図３は、本開示の構造物を含む液晶ディスプレーの実施形態の図である。この実施形態
３００は、導電層３０５と接触している静電気防止性光透過性接着剤３０３を含む。導電
層３０５自体は補償フィルム３０７と接触している。図示されるように、接着剤、層、及
びフィルムはＬＣＤ　３０２と接触する。
【００５１】
　本発明の目的及び利点は、以下の実施例によって更に例示されるが、これらの実施例に
おいて列挙された特定の材料及びその量は、他の諸条件及び詳細と同様に、本発明を過度
に制限するものと解釈されるべきではない。
【実施例】
【００５２】
【表１】

【００５３】
　試験方法：
　静電気防止効果測定
　Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｔｅｃｈ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ．のＭｏｄｅｌ　４０６Ｃ（Ｅｌ
ｅｃｔｒｏ－Ｔｅｃｈ（Ｇｌｅｎｓｉｄｅ，ＰＡ）より入手可能）を使用して、試料を±
５ｋＶに充電し、静電荷がその初期値の１０％まで減衰するのに必要な期間を測定するこ
とにより、静電荷減衰期間を測定した。一辺が約１２．７ｃｍ（５インチ）のフィルム試
料を切断し、マグネットを使用して計測器の電極間に取り付けた。３つの平行なフィルム
試料に静電荷減衰試験を実施して、平均減衰期間を報告した。
【００５４】
　表面抵抗測定は、ＰＲＦ－９１１コンセントリック・リング固定治具を備えたＰＲＯＳ
ＴＡＴ（Ｂｅｎｓｅｎｖｉｌｌｅ，ＩＬ）、ＰＲＳ－８０１抵抗システムを使用して実施
した。オームで表した出力値は、機器に同梱されている説明書に従って測定値に１０を乗
じることによってオーム／スクエアに変換した。表面抵抗及び静電荷減衰測定は、試験室
の周囲湿度３０～４０％で行われた。単一のフィルム基材上にて３つの測定値を得て、平
均測定値を報告した。
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【００５５】
　光学特性測定
　ヘイズ（％Ｈ）及び透過率（％Ｔ）は、Ｈａｚｅ－Ｇａｒｄ　Ｐｌｕｓ（ＢＹＫ－Ｇａ
ｒｄｎｅｒ　ＵＳＡ（Ｃｏｌｕｍｂｉａ，ＭＤ）より入手可能）を使用して測定した。
【００５６】
　１８０°剥離接着
　この剥離接着試験は、ＡＳＴＭ　Ｄ３３３０－９０に記載されている試験方法と類似し
ており、この試験に記載されているステンレス鋼基材をガラス基材に置き換える。ポリエ
ステルフィルム上の接着剤コーティングを、１．２７センチメートル×１５センチメート
ルのストリップに切断した。次に、ストリップの上を２ｋｇのローラーを一度通過させ、
それぞれのストリップを１０ｃｍ×２０ｃｍの清潔な溶媒洗浄されたガラス製切り取り片
に付着させた。結合したアセンブリーを室温で１分にわたり保圧し、ＩＭＡＳＳ　ＳＰ－
２０００　Ｐｅｅｌ　Ｔｅｓｔｅｒ（ＩＭＡＳＳ　Ｉｎｃ．（Ａｃｃｏｒｄ，ＭＡ）より
入手可能）を用いて１８０度剥離接着力を試験した。２つの試料を試験した。報告された
剥離接着値は、２つの各々の試料からの剥離接着値の平均値である。更に、試料を一定温
度及び湿度条件で２４時間にわたり保圧し、その後１８０度剥離接着力を試験した。
【００５７】
　接着定着試験
　この手順を用いてＰＳＡコーティングをその裏材から除去するのに必要な力を測定した
。ＰＳＡ試料を幅２．５４ｃｍ（１インチ）及び長さ２０．３ｃｍ（８インチ）のストリ
ップに切断し、２．０ｋｇ（４．５ポンド）のローラーを使用して陽極酸化アルミニウム
板の上に積層した。次に、これらの積層体を２３℃／５０％ＲＨで少なくとも２０分にわ
たり保圧した。ＩＭＡＳＳ　ＳＰ－２０００　Ｐｅｅｌ　Ｔｅｓｔｅｒ上で剥離接着試験
を実施した。剥離速度は３０．５ｃｍ／分（１２インチ／分）、剥離角は１８０度であっ
た。力はニュートンで報告された。
【００５８】
　静電気防止性スルホポリエステルＰＥＤＯＴプライマー配合物の調製
　０．８ｇのＤＭＳＯを、１６ｇのＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレンジオキ
シチオフェン））／ポリスチレンスルホン酸（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｋ（Ｒｉｃｈｍｏｎｄ，
ＶＡ）から入手可能）へ溶液として添加した（１．３ｗｔ％）。この溶液を使用前に一晩
攪拌した。７．６５ｇのＷＢ５０溶液（２０重量％）、３４ｇの脱イオン化水、０．５ｇ
のＸＲ５５７７（４０重量％水溶液）、及び０．３８ｇのＴＯＭＡＤＯＬ　２５－９（１
０重量％）を混合し、続いて７．０ｇのＤＭＳＯ変性ＰＥＤＯＴ溶液を添加し、この混合
物を更に３０分間撹拌した。
【００５９】
　静電気防止性ＰＥＤＯＴプライマーを有するポリオレフィンフィルムの調製
　静電気防止性ＰＥＤＯＴプライマー溶液を、＃４ロッドを使用してＺＥＯＮＯＲフィル
ム上に塗布し、次にこのフィルムを７０℃で３分間乾燥した。得られたフィルムを光学的
に透明な接着剤でコーティングした又は積層した。
【００６０】
　感圧性接着剤－１（ＰＳＡ－１）の調製
　１．０リットルの瓶に、ＶＡＺＯ　６７（０．２ｇ）、ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ
）（８８ｇ）、メチルアクリレート（ＭＡ）（１０ｇ）、２－ヒドロキシエチルアクリレ
ート（２ＨＥＡ）（２ｇ）、及びエチルアセテート（ＥｔＯＡｃ）（１５０ｇ）を投入し
た。この溶液を窒素で１０分間脱気し、次に５８℃で２４時間水浴中で加熱した。追加の
ＥｔＯＡｃ（２１０ｇ）及びトルエン（４０ｇ）を添加して、固形分２０重量％の粘稠溶
液を得た。
【００６１】
　静電気防止性感圧性接着剤－１（ＡＳＰＳＡ－１）の調製
　静電気防止剤、［Ｂｕ３Ｎ＋（Ｍｅ）］［－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２］（１．５重量％の
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乾燥ＰＳＡ－１）を希釈液に２０％で添加したことを除いては、ＰＳＡ－１と同じ手順を
用いて接着剤を調製した。
【００６２】
　感圧性接着剤２（ＰＳＡ－２）の調製
　１．０リットルの瓶に、Ｖ－６０１（０．２ｇ）、ＩＯＡ（９３ｇ）、アクリルアミド
（７ｇ）、エチルアセテート（ＥｔＯＡｃ）（１１９．３ｇ）、及びメタノール（１３．
２６ｇ）を投入した。この溶液を窒素で１０分間脱気し、次に５５℃で１６時間水浴中で
加熱し、続いて６５℃で１８時間加熱した。追加のＥｔＯＡｃ（７０．７８ｇ）、トルエ
ン（８８．６６ｇ）、及びメタノール（２４．６７ｇ）を添加して、固形分２４％の粘稠
溶液を得た。
【００６３】
　静電気防止性感圧性接着剤－２（ＡＳＰＳＡ－２）の調製
　静電気防止剤、［Ｂｕ３Ｎ＋（Ｍｅ）］［－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２］（１．５重量％の
乾燥ＰＳＡ－２）を希釈液に２４％で添加したことを除いては、ＰＳＡ－２と同じ手順を
用いて接着剤を調製した。
【００６４】
　感圧性接着剤－３（ＰＳＡ－３）の調製
　モノマープレミックスを、２－エチルヘキシルアクリレート（２－ＥＨＡ）（９５部）
、２－ヒドロキシエチルアクリレート（２ＨＥＡ）（５部）、及び２，２－ジメトキシ－
２－フェニルアセトフェノン光反応開始剤（０．０４部）（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔ
ｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ，ＮＹ）から入手可能なＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ　６５１）を使用して調製した。この混合物を、窒素リッチ雰囲気下にて紫外線に暴露
することで、部分的に重合させて、約２０００ｃｐｓの粘度を有するコーティング可能な
シロップを得た。次に１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）（０．０５
部）及び追加のＩＲＧＡＣＵＲＥ　６５１（０．１１部）をシロップに添加し、次にそれ
を２枚のシリコーン処理したＰＥＴ剥離ライナの間に、２５．４μｍ（０．００１インチ
）の厚みにてナイフコーティングした。次に、得られた複合材料を、３００～４００ｎｍ
で最大３５１ｎｍのスペクトル出力を有する低強度紫外線（１，２００ｍＪ／ｃｍ２の全
エネルギー）に暴露した。
【００６５】
　静電気防止性感圧性接着剤３（ＡＳＰＳＡ－３）の調製
　紫外線照射の前に、静電気防止剤、［Ｂｕ３Ｎ＋（Ｍｅ）］［－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２

］（１．５重量％の乾燥ＰＳＡ－３）をモノマー混合物に添加したことを除いては、ＰＳ
Ａ－２と同じ手順を用いて接着剤を調製した。
【００６６】
　感圧性接着剤（ＰＳＡ）コーティング
　ＰＳＡを、静電気防止コーティングされたＺＥＯＮＯＲ補償フィルムに直接コーティン
グ又は積層のいずれかで塗布した。
　・直接コーティング：アクリルＰＳＡ溶液をフィルム上に直接コーティングし、７０℃
で１０分間乾燥して最終ＰＳＡの厚さを２５．４μｍ（１．０ミル）とした。
　・積層：アクリルＰＳＡ溶液を剥離ライナ上にコーティングし、７０℃で１０分間乾燥
して最終ＰＳＡの厚さを２５．４μｍ（１．０ミル）とした。次に、乾燥したＰＳＡを補
償フィルムの表面に積層した。
【００６７】
　比較例１
　ＺＥＯＮＯＲポリオレフィンフィルとＡＳＰＳＡ－１の積層体を１００ｍｍ×１５０ｍ
ｍの片に切断し、厚いガラス板（ＣＯＲＮＩＮＧ　ＥＡＧＬＥ　２０００、Ｃｏｒｎｉｎ
ｇ（Ｉｔｈａｃａ，ＮＹ）より入手可能）の上に取り付けた。ポリオレフィンフィルム側
、ガラス側、及び光学的に透明な接着剤側の表面抵抗及び電荷減衰を測定した。
【００６８】
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　（実施例１）
　上記の静電気防止性スルホポリエステル／ＰＥＤＯＴプライマー溶液で下塗りされ、光
学的に透明な接着剤ＰＳＡ－１で直接コーティングされているＺＥＯＮＯＲポリオレフィ
ンフィルの積層体を、比較例１と同様に厚いガラス板の上に取り付けた。
【００６９】
　（実施例２）
　上記の静電気防止性スルホポリエステル／ＰＥＤＯＴプライマー溶液で下塗りされてい
るＺＥＯＮＯＲポリオレフィンフィルの積層体を、静電気防止性の光学的に透明な接着剤
ＡＳＰＳＡ－１で直接コーティングし、次に、比較例１と同様に厚いガラス板の上に取り
付けた。
【００７０】
【表２】

【００７１】
【表３】

【００７２】
　（実施例３）
　静電気防止性スルホポリエステル／ＡＴＯプライマー配合物の調製
　３０．６ｇのＳＰ－２（２０重量％）、１２４．６ｇの脱イオン化水、γ－グリシドキ
シプロピル－トリメトキシシラン（脱イオン化水中に５重量％）、及び１．１ｇのＴＯＭ
ＡＤＯＬ　２５－９（１０重量％）を混合した。次に、４５．８ｇの３０ｎｍのアンチモ
ンスズ酸化物ＡＴＯナノ粒子分散体（３０重量％水溶液、Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｎａｎｏ　
Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｃｏ．Ｌｔｄ．）を添加し、この混合物を更に３０分間撹拌した。
【００７３】
　静電気防止性スルホポリエステル／ＡＴＯプライマーを有するポリオレフィンフィルム
の調製
　静電気防止性スルホポリエステル／ＡＴＯプライマー溶液を、＃４ロッドを使用してＺ
ＥＯＮＯＲフィルム上に塗布し、次にこのフィルムを７０℃で３分間乾燥した。得られた
フィルムを光学的に透明な接着剤でコーティングした又は積層した。
【００７４】
　上記の静電気防止性スルホポリエステル／ＡＴＯプライマー溶液で下塗りされ、静電気
防止性の光学的に透明な接着剤で直接コーティングされた、ＺＥＯＮＯＲポリオレフィン
フィルの積層体。測定した接着剤の静電気防止性能を表４に示す。
【００７５】
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【表４】

【００７６】
　（実施例４）
　スルホポリエステル／ＰＥＤＯＴプライマーを、上述のようにＺＥＯＮＯＲフィルム又
はＰＥＴなどのその他の光学基材上に塗布した。異なるＰＳＡ及びＡＳＰＳＡをプライマ
ーの上に直接コーティングした。得られた構造物の表面抵抗が表５に示されている。
【００７７】

【表５】

【００７８】
　＊ＡＳプライマー：表面抵抗＝１．５×１０６オーム／平方
　本発明の範囲及び趣旨から逸脱しない本発明の様々な変更や改変は、当業者には明らか
となるであろう。本発明は、本明細書で述べる例示的な実施形態及び実施例によって不当
に限定されるものではないこと、また、こうした実施例及び実施形態は、本明細書におい
て以下に記述する特許請求の範囲によってのみ限定されると意図する本発明の範囲に関す
る例示のためにのみ提示されることを理解すべきである。
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